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 Ⅳ. その他 
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個別評価項目【その他】 

１.事業主との連携・連携強化への取組み 

全国健康保険協会の業績に関するシート（資料１） 
  80ページ～ 81ページ 

【評価の視点】 

支部管内の事業主（健康保険委員）との連携を進めるため、どのような取組みを行って
いるか。 
 保健事業の推進などについて、よりよい協力関係を築き、事業主等との連携強化を
図っていくため、どのような取組みを行っているか。 

１）事業報告（概要） 

○ 健康保険委員について 
 ・健康保険委員については、事業主及び加入者との連携を進めるため、協会けんぽとの接点を担って 
  いただいており、健康保険事業の広報のほか、各種事業の推進にご協力をいただいております。更に、 
  健康保険委員が委嘱されていない事業所を対象に健康保険委員の委嘱拡大に努めました。 
  （平成26年度末委嘱者数 92,264名） 
  
 ・委嘱を受けた健康保険委員には協会けんぽの健康保険事業を十分にご理解いただくため、協会けんぽ 
  の現状や制度に関する説明会及び研修会を開催するほか、定期的にメールマガジンや情報誌を発行 
  する等、広報物を利用した情報提供も行ってまいりました。 
 
 ・健康保険委員として永年にわたり尽力いただいた活動や功績に対して感謝の意を表し、健康保険事業 
  の円滑な推進を図ることを目的として「表彰制度」を実施しています。平成26年度には「厚生労働大 
  臣表彰」が新設されました。 
   平成26年度表彰実績：厚生労働大臣表彰 25名、理事長表彰 92名、支部長表彰 332名 
  （平成25年度    ：   ―        理事長表彰 82名、支部長表彰 307名） 
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○ 事業所健康度診断（事業所カルテ）等を活用した保健事業  
 事業所の医療費データや健診結果データを比較分析した「事業所健康度診断（事業所カルテ）」や事業主が
自社の疾病傾向や健康課題が把握できる「ヘルスケア通信簿」を事業主に提供し、事業所の健康状態を理解
いただき、健診や保健指導の受診を促しています。 
  
 「事業所カルテ」等に加え、「健康経営」を新たなキーワードとして、以下の取組等を展開しました。 
  ▶ 事業所と協会が一体になって加入者の健康意識の向上を図る「一社一健康宣言」（大分支部） 
  ▶ 支部・県が共同で事業所向けの健康づくりメニューをポイント化し、上位には支部長・県知事連名で 
   表彰する取組み「健康経営支援事業」（鳥取支部） 
 

 また、自治体や経済団体と連携し、「健康経営」に関するセミナーを静岡、熊本支部等で開催し啓発活動に
努めました。 

 
○ コラボヘルスを必須事項としたデータヘルス計画の策定 
 事業主としての健康づくり（ポピュレーションアプローチ）を推進するため、データヘルス計画策
定の必須事項として、「事業主の健康づくり意識の醸成を目指した取組み（コラボヘルス）」を位置
づけました。全47支部において、コラボヘルスを意識した効果的な計画を策定しました。 
 以下の方法等により、事業所・加入者の健康増進に資する自発的な活動を働きかけます。 
 ①オーダーメイド的な健康情報及び加入者の性別若しくは年齢階層ごと、事業所ごとの 
  健康・医療情報を提供（事業所カルテ等） 
 ②加入者が、自身の健診結果を経年的に把握したり、全体の中で自分自身の位置づけを 
  確認できる環境の提供（ＩＣＴの活用） 
 ③業種別の分析結果を中小企業団体、業種団体、都道府県（市町村）、商工会等に示し、 
  各団体を通じて事業主に対して働きかけ 



 
２）自己評価・・・・Ａ 
 
○ 健康保険委員について 
 健康保険委員の委嘱者数は平成26年度末現在で92,264名となり、平成25年度末と比べて8,110名増加し、 
委嘱拡大が進みました。 
 表彰制度については理事長表彰・支部長表彰ともに平成25年度を上回る表彰となりました。 
 また、平成26年度において「厚生労働大臣表彰」が新設されました。 
 
 
○ 事業所健康度診断（事業所カルテ）等を活用した保健事業 
 「事業所カルテ」について、支部独自で作成した勧奨用ツールを使用している支部を除く39支部で事業
所訪問時に活用し、「ヘルスケア通信簿」については3,000社に配布しました。 
 事業所と協会の距離をできるだけ縮め、健康づくりや医療費に対する認識を深めていただき、保健事業
（健診、保健指導）を利用していただくための勧奨を行いました。 
 
○ コラボヘルスを必須事項としたデータヘルス計画の策定 
 データヘルス計画策定の必須事項として、「事業主の健康づくり意識の醸成を目指した取組み（コラボ
ヘルス）」を位置づけました。全47支部でコラボヘルスを意識した効果的な計画の策定ができました。   
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